
部　名 課　名

事務事業実績シート

１ 事業の概要
事務事業No 会計区分 担当係等 開始年度 終了予定年度

601 一般会計 調査係 S37 未定

章

施策

取組

3 目的及び概要

4 実施形態 ○

5
事務事業の

種類 ○

6
実施根拠

(法令・要綱等)

7
関連財務

オンライン事業

２ 事業に要した経費・活動実績等
H30年度 R1年度 R2年度 単位

1.00 1.00 1.00

0.25 0.25 0.25

7,890 7,950 7,870

2,437 2,684 2,306

0 0 0

0 0 0

0 0 0

10,327 10,634 10,176

10,327 10,634 10,176

H30年度 R1年度 R3年度

実績 実績 実績 目標 目標

部 668,000 670,400 538,400 671,000 680,000

部 67 56 40 70 60

その他の
活動実績等

事務事業名等

一部をアウトソーシング
（委託・協働等）

総務課

歳入（Ｃ）

事務事業名

議会広報事務事業

市議会事務局令和２年度　実施事業

千円

事業総経費　（Ａ）＋（Ｂ）

1

市負担分　（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）

市の裁量部分がある事業（市独自の事業など）

年　　　度

歳　出（Ｂ）

R2年度は、茨木市議会議員一般選挙実施年度のため、年４回の発行

改善・見直しの種別

具体的事項

活動実績・
事業の成果

改善・見直し内容

改善・見直しに掛かっ
た経費（千円）

従事職員

1

要した経費
（見込）

正規・再任用・任期付

その他

職員による直接実施

従事職員数

声の議会だより発送件数（年５回発行）

行財政改革指針【改訂版】
における関係事項

３ 令和２年度に実施した主な改善・見直し

会計年度任用職員

議会だより発行部数（年５回発行）

人／年

単位

基軸

改善・見直しによる節
減経費（千円）

市の裁量の余地が無い事業（法定受託事務など）

茨木市議会基本条例

110101　市議会運営事業

アウトソーシング
（委託・協働等）

人件費（Ａ）

使用料・手数料等

R2年度
指標

定例市議会での質疑の概要や議決結果等について、「市議会だより」を発行、全戸配布することにより、市議会の活動を
市民にわかりやすく周知する。また目の不自由な方には「声の議会だより」を音声媒体により送付する。

決算額
国・府支出金

第５次
総合計画

（後期基本計画）
2

2
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部　名 課　名

事務事業実績シート

１ 事業の概要
事務事業No 会計区分 担当係等 開始年度 終了予定年度

602 一般会計 調査係 - 未定

章

施策

取組

3 目的及び概要

4 実施形態 ○

5
事務事業の

種類 ○

6
実施根拠

(法令・要綱等)

7
関連財務

オンライン事業

２ 事業に要した経費・活動実績等
H30年度 R1年度 R2年度 単位

0.50 0.50 0.50

0.25 0.25 0.25

4,220 4,255 4,265

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

4,220 4,255 4,265

4,220 4,255 4,265

H30年度 R1年度 R3年度

実績 実績 実績 目標 目標

件 8 5 6 10 10

件 49 41 43 － -

その他の
活動実績等

第５次
総合計画

（後期基本計画）
2

2

人件費（Ａ）

使用料・手数料等

R2年度
指標

他市の状況を調査・把握することにより、議会の審議の活性化及びより効果的な議会運営を補佐する。

決算額
国・府支出金

市の裁量の余地が無い事業（法定受託事務など）

地方自治法、茨木市議会基本条例

110101　市議会運営事業

アウトソーシング
（委託・協働等）

他市区町村等からの調査に回答した件数

行財政改革指針【改訂版】
における関係事項

３ 令和２年度に実施した主な改善・見直し

会計年度任用職員

他市区町村へ調査を実施した件数

人／年

単位

基軸

改善・見直しによる節
減経費（千円）

従事職員

1

要した経費
（見込）

正規・再任用・任期付

その他

職員による直接実施

従事職員数

改善・見直しの種別

具体的事項

活動実績・
事業の成果

改善・見直し内容

改善・見直しに掛かっ
た経費（千円）

千円

事業総経費　（Ａ）＋（Ｂ）

1

市負担分　（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）

市の裁量部分がある事業（市独自の事業など）

年　　　度

歳　出（Ｂ）

事務事業名等

一部をアウトソーシング
（委託・協働等）

総務課

歳入（Ｃ）

事務事業名

議会関係調査事務事業

市議会事務局令和２年度　実施事業
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部　名 課　名

事務事業実績シート

１ 事業の概要
事務事業No 会計区分 担当係等 開始年度 終了予定年度

603 一般会計 調査係 H13 未定

章

施策

取組

3 目的及び概要

4 実施形態 ○

5
事務事業の

種類 ○

6
実施根拠

(法令・要綱等)

7
関連財務

オンライン事業

２ 事業に要した経費・活動実績等
H30年度 R1年度 R2年度 単位

0.75 0.75 0.75

0.50 0.50 0.40

6,605 6,663 6,464

0 5,928 5,449

0 0 0

0 0 0

0 0 0

6,605 12,591 11,913

6,605 12,591 11,913

H30年度 R1年度 R3年度

実績 実績 実績 目標 目標

頁 1,126 892 1,009 － -

その他の
活動実績等

第５次
総合計画

（後期基本計画）
2

2

人件費（Ａ）

使用料・手数料等

R2年度
指標

調査研究その他の活動に資するため議員へ交付された政務活動費について、使途の透明性を図るため、収支報告書等の写
しを情報ルームに設置するとともに、市議会ホームページにも掲載する。

決算額
国・府支出金

市の裁量の余地が無い事業（法定受託事務など）

地方自治法、茨木市議会政務活動費の交付に関する条例、茨木市議会政務活動費の交付に関する規則

110101　市議会運営事業

アウトソーシング
（委託・協働等）

行財政改革指針【改訂版】
における関係事項

３ 令和２年度に実施した主な改善・見直し

会計年度任用職員

情報ルームに設置した収支報告書等写しの頁数

人／年

単位

基軸

改善・見直しによる節
減経費（千円）

従事職員

1

要した経費
（見込）

正規・再任用・任期付

その他

職員による直接実施

従事職員数

改善・見直しの種別

具体的事項

活動実績・
事業の成果

改善・見直し内容

改善・見直しに掛かっ
た経費（千円）

千円

事業総経費　（Ａ）＋（Ｂ）

1

市負担分　（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）

市の裁量部分がある事業（市独自の事業など）

年　　　度

歳　出（Ｂ）

事務事業名等

一部をアウトソーシング
（委託・協働等）

総務課

歳入（Ｃ）

事務事業名

政務活動費関係事務事業

市議会事務局令和２年度　実施事業

624



部　名 課　名

事務事業実績シート

１ 事業の概要
事務事業No 会計区分 担当係等 開始年度 終了予定年度

604 一般会計 総務係 - 未定

章

施策

取組

3 目的及び概要

4 実施形態 ○

5
事務事業の

種類 ○

6
実施根拠

(法令・要綱等)

7
関連財務

オンライン事業

２ 事業に要した経費・活動実績等
H30年度 R1年度 R2年度 単位

0.25 0.25 0.50

0.00 0.00 0.10

1,835 1,848 3,869

2,029 2,200 1,202

0 0 0

0 0 0

0 0 0

3,864 4,048 5,071

3,864 4,048 5,071

H30年度 R1年度 R3年度

実績 実績 実績 目標 目標

件 23 21 5 － -

その他の
活動実績等

第５次
総合計画

（後期基本計画）
2

2

人件費（Ａ）

使用料・手数料等

R2年度
指標

全国・近畿・大阪府・北摂の各市議会議長会及び協議会等への出席並びに開催のため、各議長会事務局と連絡及び調整を
行う。

決算額
国・府支出金

市の裁量の余地が無い事業（法定受託事務など）

-

110101　市議会運営事業

アウトソーシング
（委託・協働等）

行財政改革指針【改訂版】
における関係事項

３ 令和２年度に実施した主な改善・見直し

会計年度任用職員

各市議会議長会等の会議開催数

人／年

単位

基軸

改善・見直しによる節
減経費（千円）

従事職員

1

要した経費
（見込）

正規・再任用・任期付

その他

職員による直接実施

従事職員数

改善・見直しの種別

具体的事項

活動実績・
事業の成果

改善・見直し内容

改善・見直しに掛かっ
た経費（千円）

千円

事業総経費　（Ａ）＋（Ｂ）

1

市負担分　（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）

市の裁量部分がある事業（市独自の事業など）

年　　　度

歳　出（Ｂ）

事務事業名等

一部をアウトソーシング
（委託・協働等）

総務課

歳入（Ｃ）

事務事業名

議長会関係事務事業

市議会事務局令和２年度　実施事業
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部　名 課　名

事務事業実績シート

１ 事業の概要
事務事業No 会計区分 担当係等 開始年度 終了予定年度

605 一般会計 総務係 - 未定

章

施策

取組

3 目的及び概要

4 実施形態 ○

5
事務事業の

種類 ○

6
実施根拠

(法令・要綱等)

7
関連財務

オンライン事業

２ 事業に要した経費・活動実績等
H30年度 R1年度 R2年度 単位

1.50 1.50 1.25

0.00 0.00 0.00

11,010 11,085 9,013

0 2,441 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

11,010 13,526 9,013

11,010 13,526 9,013

H30年度 R1年度 R3年度

実績 実績 実績 目標 目標

件 305 362 122 － -

件 143 170 49 － -

件 20 25 - － -

その他の
活動実績等

第５次
総合計画

（後期基本計画）
2

2

人件費（Ａ）

使用料・手数料等

R2年度
指標

議会活動を円滑かつ効率的に行うため、正副議長等のスケジュールの管理、各種行事の随行、視察のための議員派遣事務
を行う。

決算額
国・府支出金

市の裁量の余地が無い事業（法定受託事務など）

地方自治法第100条第13項、茨木市議会会議規則第78条

110101　市議会運営事業

アウトソーシング
（委託・協働等）

あいさつ文作成、電報等発信件数

行財政改革指針【改訂版】
における関係事項

３ 令和２年度に実施した主な改善・見直し

会計年度任用職員

出席した会議・行事件数

人／年

単位

基軸

改善・見直しによる節
減経費（千円）

従事職員

1

要した経費
（見込）

正規・再任用・任期付

その他

職員による直接実施

従事職員数

改善・見直しの種別

具体的事項

活動実績・
事業の成果

改善・見直し内容

会派及び議員の議員派遣件数

改善・見直しに掛かっ
た経費（千円）

千円

事業総経費　（Ａ）＋（Ｂ）

1

市負担分　（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）

市の裁量部分がある事業（市独自の事業など）

年　　　度

歳　出（Ｂ）

事務事業名等

一部をアウトソーシング
（委託・協働等）

総務課

歳入（Ｃ）

事務事業名

議員関係調整事務事業

市議会事務局令和２年度　実施事業
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部　名 課　名

事務事業実績シート

１ 事業の概要
事務事業No 会計区分 担当係等 開始年度 終了予定年度

606 一般会計 議事課 - 未定

章

施策

取組

3 目的及び概要

4 実施形態 ○

5
事務事業の

種類 ○

6
実施根拠

(法令・要綱等)

7
関連財務

オンライン事業

２ 事業に要した経費・活動実績等
H30年度 R1年度 R2年度 単位

0.57 0.57 0.57

0.00 0.00 0.00

4,184 4,212 4,110

4,256 3,607 4,697

0 0 0

0 0 0

0 0 0

8,440 7,819 8,807

8,440 7,819 8,807

H30年度 R1年度 R3年度

実績 実績 実績 目標 目標

日 168 159 196 160 160

回 12,067 12,337 14,811 11,000 15,000

日 125 134 176 120 120

その他の
活動実績等

第５次
総合計画

（後期基本計画）
2

2

人件費（Ａ）

使用料・手数料等

R2年度
指標

会議の活動経過を記録するため、迅速かつ正確な会議録の作成に努める。また、開かれた議会の実現を目指し、住民に広
く公表するため、情報ルーム、図書館に設置し、市議会ホームページ上でも閲覧に供している。

決算額
国・府支出金

市の裁量の余地が無い事業（法定受託事務など）

地方自治法、会議規則、委員会条例、委員会規則

110101 市議会運営事業

アウトソーシング
（委託・協働等）

ＨＰ（会議録検索システム）アクセス件数

行財政改革指針【改訂版】
における関係事項

３ 令和２年度に実施した主な改善・見直し

会計年度任用職員

本会議録作成日数

人／年

単位

基軸

改善・見直しによる節
減経費（千円）

従事職員

1

要した経費
（見込）

正規・再任用・任期付

その他

職員による直接実施

従事職員数

改善・見直しの種別

具体的事項

活動実績・
事業の成果

改善・見直し内容

委員会会議録作成日数

改善・見直しに掛かっ
た経費（千円）

千円

事業総経費　（Ａ）＋（Ｂ）

1

市負担分　（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）

市の裁量部分がある事業（市独自の事業など）

年　　　度

歳　出（Ｂ）

事務事業名等

一部をアウトソーシング
（委託・協働等）

議事課

歳入（Ｃ）

事務事業名

議会会議録作成事業

市議会事務局令和２年度　実施事業
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部　名 課　名

事務事業実績シート

１ 事業の概要
事務事業No 会計区分 担当係等 開始年度 終了予定年度

607 一般会計 議事課 S23 未定

章

施策

取組

3 目的及び概要

4 実施形態 ○

5
事務事業の

種類 ○

6
実施根拠

(法令・要綱等)

7
関連財務

オンライン事業

２ 事業に要した経費・活動実績等
H30年度 R1年度 R2年度 単位

2.50 2.50 2.50

0.00 0.00 0.00

18,350 18,475 18,025

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

18,350 18,475 18,025

18,350 18,475 18,025

H30年度 R1年度 R3年度

実績 実績 実績 目標 目標

日 76 70 85 - -

日 20 15 27 - -

日 22 21 19 - -

日 13 12 11 - -

日 13 13 16 - -

その他の
活動実績等

2

2-3

事務事業名等

一部をアウトソーシング
（委託・協働等）

議事課

歳入（Ｃ）

事務事業名

本会議・委員会等運営事業

市議会事務局令和２年度　実施事業

千円

事業総経費　（Ａ）＋（Ｂ）

1

市負担分　（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）

市の裁量部分がある事業（市独自の事業など）

年　　　度

歳　出（Ｂ）

業務の改善・改革

事務事業の重点化と効率化

改善・見直しの種別

議会運営委員会開催日数

具体的事項

活動実績・
事業の成果

改善・見直し内容

常任委員会開催日数

改善・見直しに掛かっ
た経費（千円）

16,335

議場マイクを更新し、音質の向上を行った。

サービス向上

従事職員

1

要した経費
（見込）

正規・再任用・任期付

その他

職員による直接実施

従事職員数

本会議開催日数

行財政改革指針【改訂版】
における関係事項

特別委員会開催日数

３ 令和２年度に実施した主な改善・見直し

会計年度任用職員

会期日数

人／年

単位

基軸

改善・見直しによる節
減経費（千円）

市の裁量の余地が無い事業（法定受託事務など）

地方自治法、議会基本条例、会議条例、会議規則、委員会条例、委員会規則、傍聴規則

110101 市議会運営事業

アウトソーシング
（委託・協働等）

0

人件費（Ａ）

使用料・手数料等

R2年度
指標

本会議や委員会等を適正かつ円滑に運営するため、地方自治法、会議条例、委員会条例等で定められた手続に沿って実施
する。

決算額
国・府支出金

第５次
総合計画

（後期基本計画）
2

2

628



部　名 課　名

事務事業実績シート

１ 事業の概要
事務事業No 会計区分 担当係等 開始年度 終了予定年度

608 一般会計 議事課 H24 未定

章

施策

取組

3 目的及び概要

4 実施形態 ○

5
事務事業の

種類 ○

6
実施根拠

(法令・要綱等)

7
関連財務

オンライン事業

２ 事業に要した経費・活動実績等
H30年度 R1年度 R2年度 単位

0.50 0.70 0.70

0.00 0.00 0.00

3,670 5,173 5,047

2,555 2,577 2,601

0 0 0

0 0 0

0 0 0

6,225 7,750 7,648

6,225 7,750 7,648

H30年度 R1年度 R3年度

実績 実績 実績 目標 目標

回 11,391 18,880 46,170 11,000 47,000

回 18,427 13,609 14,171 30,000 30,000

その他の
活動実績等

事務事業名等

一部をアウトソーシング
（委託・協働等）

議事課

歳入（Ｃ）

事務事業名

本会議インターネット中継事業

市議会事務局令和２年度　実施事業

千円

事業総経費　（Ａ）＋（Ｂ）

1

市負担分　（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）

市の裁量部分がある事業（市独自の事業など）

年　　　度

歳　出（Ｂ）

改善・見直しの種別

具体的事項

活動実績・
事業の成果

改善・見直し内容

改善・見直しに掛かっ
た経費（千円）

従事職員

1

要した経費
（見込）

正規・再任用・任期付

その他

職員による直接実施

従事職員数

録画映像配信アクセス件数

行財政改革指針【改訂版】
における関係事項

３ 令和２年度に実施した主な改善・見直し

会計年度任用職員

ライブ中継アクセス件数

人／年

単位

基軸

改善・見直しによる節
減経費（千円）

市の裁量の余地が無い事業（法定受託事務など）

-

110101 市議会運営事業

アウトソーシング
（委託・協働等）

人件費（Ａ）

使用料・手数料等

R2年度
指標

開かれた議会の実現を目指し、本会議をインターネット上でライブ中継するほか、録画映像を市議会ホームページ上で配
信している。また、市役所本館１階のモニターでのライブ中継も実施している。

決算額
国・府支出金

第５次
総合計画

（後期基本計画）
2

2

629


